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第２期静岡県基本計画

１ 基本計画の対象となる区域（促進区域）

（１）促進区域

設定する区域は、静岡市、浜松市、沼津市、熱海市、三島市、富士宮市、伊東市、島

田市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、藤枝市、御殿場市、袋井市、下田市、裾野市、

湖西市、伊豆市、御前崎市、菊川市、伊豆の国市、牧之原市、東伊豆町、河津町、南伊

豆町、松崎町、西伊豆町、函南町、清水町、長泉町、小山町、吉田町、川根本町、森町

の行政区域とする。令和５年１月１日現在における概ねの面積は 777,700ha である。

設定する区域内に自然環境保全法に規定する原生自然環境保全地域及び自然環境保全

地域（県自然環境保全地域を含む）は存在するが、促進区域に含めないものとする。ま

た、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に規定する生息地等保護区

は存在しない。

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に規定する鳥獣保護区、自然公

園法に規定する国立公園、国定公園、県立自然公園及びその他の環境保全上重要な地域

（環境省が自然環境保全基礎調査で選定した特定植物群落、生物多様性の観点から重要

度の高い湿地、自然再生推進法に基づく自然再生事業の実施地域、シギ・チドリ類渡来

湿地・国内希少野生動植物種の生息・生育域）を含むため、開発事業等について、環境

保全上の見地から「８ 環境の保全その他地域経済牽引事業の促進に際し配慮すべき事

項」のとおり適正に配慮するものとする。

※地図は別紙１のとおり

（２）地域の特色（地理的条件、インフラの整備状況、人口分布の状況等）

本区域は日本のほぼ中央に位置し、太平洋に面して東西155km、南北118kmの距離、約

777,700haの面積を有している。海や山、湖などバラエティに富んだ自然は、日本の豊か

な風土の縮図とも言われている。遠州灘、駿河湾、相模灘に沿った約500kmの海岸線を南

側に、北側は富士山など3,000ｍ級の山々からなる北部山岳地帯が、東西に長い地形を囲

んでおり、山地から流れ出た川が、天竜川、大井川、富士川となって県土を縦断し、海

岸に注ぐ河口部に肥沃な土地を形成している。

交通インフラについては、東西をつなぐ東名高速道路や新東名高速道路、南北軸とな

る中部横断自動車道に加え、現在、三遠南信自動車道、伊豆縦貫自動車道の整備が進め

られている。また、清水港・田子の浦港・御前崎港からなる駿河湾港や、県の中央部に

位置し空の玄関口となる静岡空港により、陸・海・空が一体となった交通・物流ネット

ワークが充実している。

本県の人口は、平成19年の379.6万人をピークに減少を続け、令和５年１月１日現在は

358万人となっている。市町別に見ると、浜松市が78万人で最も多く、次いで静岡市が68

万人と、この両政令市で県人口の41.0％を占めている。以下、富士市24万人、沼津市19
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万人、磐田市16万人と続き、10万人以上の市が10市となっており、東部（伊豆含む）、

中部、西部における人口規模は概ね均衡している。

図表１ 地域別人口

出典：「市区町別推計人口表」（令和５年１月１日現在）

図表２ 静岡県の主要交通インフラ

本県の産業の特色は、工業では、製造品出荷額等（令和２年）（出典：「経済センサス-

活動調査」（令和３年））が16兆4,513億円で全国シェア5.4％、全国３位となっており、

東部地域の紙・パルプ、ＣＮＦ（セルロースナノファイバー）、医薬品、医療機器、水

産加工品、中部地域の電気機械、家具、水産加工品、西部地域の輸送用機械、生産用機

械、楽器、繊維、光・電子技術関連産業のほか、次世代自動車関連産業や航空宇宙関連

産業など多彩な業種がバランスよく展開されている。

ＣＮＦ：植物繊維をナノオーダー（1mmの100万分の１）までに微細化することで得ら

れる産業資源。植物由来のため環境負荷が少なく、リサイクル性に優れてい

るほか、軽量かつ頑丈、自由な成形が可能で、温度変化に伴う伸縮が少なく

寸法が安定といった特長を兼ね備えることから、様々な産業分野における用

途展開が期待されている。

地域 東部（伊豆含む） 中部 西部 計

人口 1,147,975 1,127,349 1,300,130 3,575,454
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図表３ 都道府県別製造品出荷額等・付加価値額

出典：「経済センサス-活動調査」（令和３年）

農業では、全国一の規模を誇る茶のほか、みかん、温室メロンやいちご等の野菜、花

き等の施設園芸が盛んである。林業では、天竜川流域のスギ、富士川流域のヒノキの木

材生産、水産業では、遠洋のかつお、マグロ、沖合のキンメダイ、沿岸のシラス、サク

ラエビ、浜名湖周辺のウナギ、富士山麓のニジマスなど多彩な農林水産物の生産が行わ

れている。

図表４ 静岡県の主要農産物（単位：億円、位、％）

出典：「生産農業所得統計」（令和３年）農林水産省

（注）全国シェアの順位は10位以内の品目のみ記載。

順位 都道府県 （億円） （％） 順位 都道府県 （億円） （％）

1 愛知県 439,880 14.6% 1 愛知県 118,718 12.3%

2 大阪府 169,758 5.6% 2 大阪府 57,031 5.9%

3 静岡県 164,513 5.4% 3 静岡県 55,793 5.8%

4 神奈川県 158,353 5.2% 4 兵庫県 50,914 5.3%

5 兵庫県 152,499 5.0% 5 神奈川県 49,528 5.1%

6 埼玉県 128,630 4.3% 6 埼玉県 45,459 4.7%

7 茨城県 121,773 4.0% 7 茨城県 41,954 4.3%

8 千葉県 119,264 3.9% 8 三重県 31,785 3.3%

9 三重県 104,919 3.5% 9 千葉県 31,365 3.2%

10 福岡県 89,519 3.0% 10 東京都 28,403 2.9%

- 全国 3,020,033 100.0 - 全国 968,255 100.0 

製造品出荷額等（令和２年） 付加価値額（令和２年）

順位 割合

1 茶（生葉＋荒茶） 268 1 34.2 

2 鶏卵 233 7 4.2 

3 みかん 230 3 13.9 

4 米 162 - 1.2 

5 いちご 109 5 5.9 

6 生乳 97 - 1.2 

7 肉用牛 77 - 1.0 

8 メロン 63 4 9.7 

9 トマト 60 10 2.7 

10 豚 56 - 0.9 

全国シェア県内
順位

品目 産出額
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デジタル分野では、本県の産業を主導する自動車産業などの部門を中心に、これまで

培った高度なものづくり技術をベースとしながら、ＤＸによる産業構造の転換に取り組

んでいる。産学官連携組織である「静岡県ＩｏＴ導入促進コンソーシアム」や「デジタ

ルものづくりセンター」の活動をはじめ、「３次元点群データ」を用いた「ＶＩＲＴＵ

ＡＬ ＳＨＩＺＵＯＫＡ（バーチャル しずおか）」に取り組むなど、ＩｏＴ、ＡＩ、

ＩＣＴの利活用を推進している。一方、本県の産業人口のうち、情報通信業従事者の割

合は1.2％であり、全国平均の2.9％の半数以下にとどまっている。

図表５ 本県のＩＣＴ人材数

出典：「経済センサス-活動調査」（令和３年）

観光・スポーツ分野では、世界文化遺産の富士山をはじめ、同じく世界文化遺産の韮

山反射炉、伊豆半島ジオパーク、名勝日本平や三保松原、久能山東照宮、牧之原大茶園、

駿河湾から南アルプスに至る自然景観、ラグビーワールドカップ2019会場であるエコパ

スタジアム、東京2020オリンピック・パラリンピック自転車競技会場である日本サイク

ルスポーツセンター、マリンスポーツの盛んな浜名湖や駿河湾沿岸など、多彩で魅力的

な資源が充実している。

環境・エネルギー分野では、気象庁のＨＰによれば、「過去の気象データ検索」に掲

載されている気候の平年値は、平均気温は概ね16～17℃で、降水量は1,800～2,300mmと、

全般的には温暖な海洋性気候である。また、冬は乾燥した晴天の日が多く、雪は平地で

はあまり降らない（※平年値：1991～2020年の30年間の累年平均値）。また、環境省の

令和２年度温泉利用状況では、静岡県の源泉総数は2,208で全国第４位の源泉数を誇って

いる。

ヘルスケア分野では、本県は多彩で豊富な農林畜水産物に恵まれていることから、こ

れらを活かした加工食品の製造など食品関連産業が盛んであり、平成29年（2017年）の

食品や飲料等の付加価値額の合計は8,572億円で、16年連続日本一となっている。

全産業比 全産業比

全国 63,574 1.2% 1,642,042 2.9% 5,340,783 56,872,826 

静岡県 1,387 0.9% 20,605 1.2% 161,789 1,730,955 

情報通信業 全産業

区分
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数
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２ 地域経済牽引事業の促進による経済的効果に関する目標

（１）目指すべき地域の将来像の概略

本県では、令和４年３月に策定した静岡県総合計画「静岡県の新ビジョン 後期アク

ションプラン」に基づき、基本理念である「富国有徳」を具体化するため、５つの基本

方向のもと12の政策を掲げ、多様な主体や地域間の連携を図りながら政策を推進してい

る。12の政策のうち、主に「富をつくる産業の展開」「環境と経済が両立した社会の形

成」「多彩なライフスタイルの提案」「“ふじのくに”の魅力の向上と発信」の４つの

項目が経済産業分野の取組となっている。

特に、「富をつくる産業の展開」においては、医療健康産業の集積により特色ある地

域の発展を目指すファルマバレープロジェクトをはじめとする、先端産業創出プロジェ

クトの推進等を通じ、医薬品・医療機器産業、次世代自動車、観光産業といった、本県

経済を強力に牽引するリーディングセクターの発展を促進する。

図表６ 静岡県総合計画指標

出典：静岡県の新ビジョン「富国有徳の美しい”ふじのくに”の人づくり・富づくり」後期アクションプラン

図表７
静岡県の先端産業創出

プロジェクト

ＦＨＣａＯＩ：Food and Healthcare Open Innovation の略。食を中心にしたヘルスケア

の取組や、先端科学技術を活用した付加価値の創出などの視点を取り入れたプ

ロジェクト

Ｍ ａ Ｏ Ｉ：Marine Open Innovation の略。日本一深い「駿河湾」の特徴ある海洋環境や

多様な海洋生物などの本県の「場の力」を活用し、先端技術によるイノベーシ

ョンを促進するプロジェクト

Ａ Ｏ Ｉ：Agri Open Innovation の略。農業の飛躍的な生産性向上や農業を軸とした

関連産業のビジネス展開を促進するプロジェクト

Ｃ ｈ ａ Ｏ Ｉ：Cha Open Innovationの略。静岡茶の新たな価値の創造と需要の創出を推進

し、茶業の再生を目指すプロジェクト

指標 現状値（H29-R2）目標値（R4-R7）

先端産業創出プロジェクト等による事業化件数 累計 357 件 累計 476 件

リーディングセクターにおける県支援による事業化件数 累計 49 件 累計 68 件
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また、本県が誇る多彩で高品質な「農芸品」の生産力の強化や森林資源の循環利用に

よる林業の成長産業化、水産王国「静岡」の持続的な発展に向けた水産イノベーション

の取組など、農林水産業の競争力強化を図っていく。

さらに、全産業に及ぶ技術革新の基盤であるＩｏＴやＡＩなどの活用を促進し、産業

の新陳代謝を図るとともに、エネルギーの地産地消と地域企業によるエネルギー関連産

業への参入を促進し、地域経済の着実な成長につなげる。

（２）経済的効果の目標

・１件あたり1.32億円の付加価値額を創出する地域経済牽引事業を60件創出し、これ

らの地域経済牽引事業が1.3倍の波及効果を与え、促進区域内において103億円の付

加価値を創出することを目指す。

・また、ＫＰＩとして、地域経済牽引事業の平均付加価値額、地域経済牽引事業の新

規事業件数を設定する。

【経済的効果の目標】

（算定根拠）

地域経済牽引事業による付加価値創出額

＝地域経済牽引事業の１件あたりの付加価値額×地域経済牽引事業の新規事業

件数（件）×地域経済牽引事業の域内への波及効果

103 億円＝1.32 億円×60 件×1.3 倍

※１件あたりの 1.32 億円の付加価値創出額は、令和５年３月までに終了した事業計

画の付加価値創出額の実績 89.9 億円（68 件実績）の平均値であり、経済センサ

ス－活動調査（令和３年）での静岡県の１事業所あたり平均付加価値額（5,411

万円）の約 2.5 倍。

※地域経済牽引事業の 60 件は、年 12 件×５カ年として設定。

※経済波及効果は、最新の平成 27 年静岡県産業連関表の産業平均。

※現状欄の数値は令和５年３月末時点までで計画期間が終了した地域経済牽引事

業計画の実績値。

【任意記載のＫＰＩ】

※現状欄の件数は令和５年３月までの承認実績

区分 現状 計画終了後 増加率

地域経済牽引事業による

付加価値創出額
89.9 億円 192.9 億円 114.6％

区分 現状 計画終了後 増加率

地域経済牽引事業の新規事業

件数
99 件 159 件 60.6％
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３ 地域経済牽引事業として求められる事業内容に関する事項

（１）地域の特性の活用

「５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観点

からみた地域の特性に関する事項」において記載する、地域の特性の活用戦略に沿った

事業であること。

（２）高い付加価値の創出

事業計画期間を通じた地域経済牽引事業による付加価値増加分が 5,411 万円（静岡県

の１事業所あたり平均付加価値額（経済センサス－活動調査（令和３年））を上回ること。

（３）地域の事業者に対する相当の経済的効果

事業計画期間を通じた地域経済牽引事業の実施により、促進区域内において、以下の

いずれかの効果が見込まれること。

①事業者の売上げが、開始年度比で12％以上増加すること

②事業者の雇用者数が、開始年度比で３％以上増加すること

③事業者の雇用者給与等支給額が、開始年度比で12％以上増加すること

（設定根拠）

①令和５年度 内閣府年央試算による令和６年度の名目国内総生産見通し2.5％×

４カ年に企業成長分２％を加えた12％

②労働力調査の就業者数（静岡県）のH27 1,934千人→R1 1,998千人の増加率3.3％

を維持

③①と同等の増加を目指す

なお、（２）、（３）の指標については、事業計画の計画期間が５年の場合を想定してお

り、計画期間が短い場合は、計画期間で按分した値とする。



8

４ 促進区域の区域内において特に重点的に地域経済牽引事業の促進を図るべき区域

(重点促進区域）を定める場合にあっては、その区域

（１）重点促進区域

重点促進区域は、以下の字の区域とする。

【重点促進区域１：別紙２の位置Ａ】

富士市厚原字込野・厚原字八笠・久沢字浅ヶ久保・久沢字大久保

（概況及び公共施設等の整備状況）

本区域は、概ねの面積は約 237ha であり、「第四次国土利用計画（富士市計画）改定版」

における『インターチェンジ周辺新市街地形成ゾーン』を含む区域である。

本区域の特性として新東名高速道路新富士インターチェンジ、西富士道路など交通の

要衝であること、また、新東名高速道路を挟んで南側には第二東名ＩＣ周辺地区土地区

画整理事業により整備された物流団地、２kmほど北には富士山フロント工業団地（第１

期、第２期）が位置しており、物流団地及び工業団地に近接した利便性の高い区域であ

ることがあげられる。

本区域に、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に規定する鳥獣保護

区、自然公園法に規定する国立公園、国定公園、県立自然公園及びその他の環境保全上

重要な地域は、存在しない。

また、本区域は茶畑を中心に約 40ha の農用地区域を含むため、「９ 地域経済牽引事

業の促進を図るための土地利用の調整を行う場合にあっては、その基本的な事項」にお

いて、土地利用の調整の方針を記載する。

なお、本区域内に市街化調整区域を含むが、市街化調整区域における土地利用調整は

行わない。

本区域以外の遊休地については、土地が狭隘であること等の理由により、重点促進区

域として設定を行わない。

（関連計画における記載等）

・第四次国土利用計画（富士市計画）改定版

本区域は、「東名高速道路及び新東名高速道路のインターチェンジ周辺については、『イ

ンターチェンジ周辺新市街地形成ゾーン』とし、土地区画整理事業地や幹線道路沿線等

の周辺環境との調和に配慮した区域において、民間活力による産業施設等の立地を適正

に誘導するなど、地域のもつ優位性を活かした新市街地の形成を図る」とされている。

・富士市農業振興地域整備計画書

本区域は「富士山麓地区」に区分されている。「第２ 農用地利用計画 １土地利用区

分の方向 （２）農業上の土地利用の方向」において、「畑地帯総合整備事業等による農

地・排水路及びかんがい施設等が整備されており、（中略）新富士インターチェンジへの
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アクセス道路の整備及び周辺地区の開発が推進されている。今後も本地区は農業生産基

盤整備を推進し、茶及びしきみの産地としての確立を図る。一方、新東名高速道路の県

外延伸により、広域的視点に立った土地利用の形成がさらに進むと予想されるため、こ

れら増加する非農業的土地利用との調整に留意しつつ、開発案件については、極力、農

業上の利用に支障の少ない土地へ誘導を図っていく」ことが明記されている。

【重点促進区域２：別紙２の位置Ｂ】

磐田市下神増字柳野

（概要及び公共施設等の整備状況）

本区域は、概ねの面積は約 12.7ha であり、主要地方道浜北袋井線が東西に通っており、

浜北大橋により西隣の浜松市とアクセスが良好である。既に国内大手光産業メーカーが

主要製造拠点を設置し、近隣にも関連産業が立地する集積地である。

本区域に、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に規定する鳥獣保護

区、自然公園法に規定する国立公園、国定公園、県立自然公園及びその他の環境保全上

重要な地域は、存在しない。

また、本区域は、約 2.8ha の農用地区域を含むため、「９ 地域経済牽引事業の促進を

図るための土地利用の調整を行う場合にあっては、その基本的な事項」において、土地

利用の調整の方針を記載する。

なお、本区域内に市街化調整区域を含むが、市街化調整区域における土地利用調整は

行わない。

本区域以外の遊休地については、関連産業が集積している地域から離れている等の理

由により、重点促進区域として設定を行わない。

（関連計画における記載等）

・磐田市都市計画マスタープラン

本区域は「豊岡地区」の一部で、「２章 全体構想 ２－３磐田市が目指す将来都市構

造」において、本区域は産業集積地区周辺に位置付けられており、「３－１土地利用の基

本方針」で、「新たな企業誘致等に対応するため、既存の産業集積地区周辺を対象に、機

能の拡充や区域の拡大を検討」する方針が示されている。

・磐田市農業振興地域整備計画書

本区域は「豊岡地区」に区分されている。「第２ 農用地利用計画 １土地利用区分の

方向 （２）農業上の土地利用の方向」において、「本地区の農地は、天竜川左岸の平坦

地では田や畑が広がり、既存集落が散在している。（中略）県営ほ場整備事業、団体営畑

地総合整備事業等により天竜川沿いの南部平坦地の田や丘陵地の畑が整備された。（中

略）経営体育成基盤整備事業により下野部地区の田が整備され、基盤整備は概ね完了し
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ている。今後、平坦地では、農業用水施設の長寿命化や更新整備を進めるとともに、ほ

場の大区画化等の検討や（中略）農地の集積・集約化を進め、田及び畑としての土地利

用を推進する」ことが明記されている。

一方、「第８ 農業従事者の安定的な就業の促進計画 １ 農業従事者の安定的な就業

の促進の目標」において、「本市では、農業従事者の安定的な就業の場の確保を図るため、

農村地域への産業の導入の促進等に関する法律による産業導入地区等への企業誘致を進

め、兼業農家等の雇用機会の場を確保してきた。（中略）企業誘致の推進や企業による次

世代型農業施設の整備などにより、地域の立地条件に応じた新たな就業機会の確保に向

けた多角的な産業立地をめざしている。今後も、農業的土地利用との調和に留意しつつ、

商業施設や企業立地の基盤を確立し、先端技術産業や研究施設等の誘致を図っていく」

とされている。

（２）区域設定の理由

【重点促進区域１】

本区域の北側には富士山フロント工業団地が存しており、静岡県の先端産業創出プロ

ジェクトとして、本県経済を強力に牽引するリーディングセクターの発展を促進する分

野に位置付けられている食品系企業等の集積を始め、様々な業種の企業が立地していま

す。また、新東名高速道路の南側には、区画整理により大規模物流団地が存しており、

その中間に位置する本区域は好条件の立地を活かし、地域を牽引する企業の集積を目指

し、本区域を重点促進区域として設定する。区域の設定にあたっては、市街化区域内に

同規模の代替地は存在せず、市街化調整区域内で検討する必要がある。その中で、農用

地区域外を優先に検討したが、現状市内に同規模の代替地は存在しない。

なお、本区域の区域内において、工業団地の空き区画や遊休地は存在しない。

【重点促進区域２】

本区域には、国内大手の光・電子技術関連メーカーが主要製造拠点を設置しているほ

か、松之木島工業地区に近接しており、産業軸や公共交通軸へのアクセスが良好なため、

物流面において優位性が高いことに加え、住宅地との交通利便性が高く、企業立地があ

った際に雇用者の確保が容易である。また、同メーカーのほか、同種の工場が、年々規

模を拡大しており、今後も拡張の予定がある。

区域近隣に関連産業が集積し、部品供給等の取引が多くあることから、地域の強みで

ある製造業の今後に極めて重要な場所である。当該主要製造拠点を核として、地域全体

で取組を進めていくことにふさわしい場所であることから、本地域を重点促進区域とし

て設定する。区域の設定にあたっては、区域周辺の市街化区域内に同規模の代替地は存

在せず、市街化調整区域内で検討する必要がある。その中で、農用地区域外を優先に検

討したが、同規模の代替地は存在しない。
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なお、本区域の区域内において、工業団地の空き区画や遊休地は存在しない。

（３）（重点促進市町村による）工場立地特例対象区域

【重点促進区域１】および【重点促進区域２】

工場立地特例対象区域の設定は行わない。
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５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な

観点からみた地域の特性に関する事項

（１）地域の特性及びその活用戦略

①県内の医療健康関連、食品関連、光・電子技術関連、航空宇宙関連、ＣＮＦ関連、

次世代自動車関連等の産業集積を活用した成長ものづくり分野

②県内のお茶、みかん等の多彩なふじのくに農芸品を活用した農林水産分野

③県内のＩｏＴ、ＡＩ、ＩＣＴ技術等を活用したデジタル分野

④県内の富士山、スポーツイベント等の観光資源を活用した観光・スポーツ分野

⑤県内の太陽光、温泉等の自然環境を活用した環境・エネルギー分野

⑥県内の富士山、お茶、伊豆地域の温泉等の観光資源を活用したヘルスケア産業分野

（２）選定の理由

①県内の医療健康関連、食品関連、光・電子技術関連、航空宇宙関連、ＣＮＦ関連、

次世代自動車関連等の産業集積を活用した成長ものづくり分野

本県では、「ファルマバレープロジェクト（医療健康関連産業）」「フーズ・ヘル

スケアオープンイノベーションプロジェクト（食・ヘルスケア産業）」「フォトンバ

レープロジェクト（光・電子技術関連産業）」をはじめとする成長が見込まれる分野

において、産業イノベーション拠点を形成し、本県経済を牽引する先端産業の創出を

推進している。

ファルマバレープロジェクトは、平成 14 年の静岡がんセンター開院を契機として、

県が東部地域を中心にスタートさせたプロジェクトである。「世界一の健康長寿県」

を目指し、医療機関を中心とする産業集積クラスターとして、静岡がんセンター等が

世界的な研究開発を推進し、疾病克服・健康増進に取り組むとともに、中核支援機関

ファルマバレーセンターが産学官金をネットワーク化して、医療健康産業への参入や

製品化に取り組んでいる。製品化の実績としては、皮膚がん診断支援装置、人工関節

インプラント等、医療機器から雑品まで 176 の製品が生まれており、プロジェクトの

取組を通じて、51 の企業が医療健康産業へ参入している。また、令和３年薬事工業生

産動態統計において、本県の医療機器の生産金額は 3,391 億円で、全国第１位である。

さらに、平成 23年より指定を受けている「ふじのくに先端医療総合特区」では、国庫

助成金等により企業の製品化を支援し、ライフ・イノベーション分野で令和３年度全

国４位の評価を得るなど、国からも高い評価を得ている。
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図表８ 医療機器生産金額

出典：「薬事工業生産動態統計年報」（令和３年）厚生労働省

フーズ・ヘルスケアオープンイノベーションプロジェクトでは、機能性表示食品や

化粧品の開発などの推進、県民の健康データの収集・分析を通して、食を中心とする

ヘルスケア対策（認知機能、運動機能の低下抑制に効果のある食品開発、健康食とそ

の情報を付与したサービスの提供の事業化など）を促進している。

フォトンバレープロジェクトは、県西部地域を中心に、ノーベル物理学賞にも貢献

した光・電子技術を基盤とし、医療、次世代輸送機器等への応用により、既存産業の

高度化と新産業の創出に取り組んでおり、ドイツ、アメリカと並ぶ、光産業の世界的

拠点を目指している。８Ｋイメージングセンサ、レーザー光を使用した塗膜除去装置

等、123の製品が生まれている。県西部地域の産学官金24機関により策定した、光・電

子技術の世界的拠点の形成を目指す「光・電子技術を活用した未来創生ビジョン」に

基づき、（公財）浜松地域イノベーション推進機構内に支援の中核を担うフォトンバ

レーセンターを設置し、産学官金の連携による地域企業への支援の拡充を図っている。

また、経済情勢の変化に強い多極的な産業構造の構築に向け、新たな成長産業分野

の育成を図っており、航空宇宙分野では新規参入に必要なＪＩＳＱ9100などの品質認

証取得や航空機部品製造に必要な設備投資の助成、コーディネーターによる参入企業

のサポートなどの支援をしているほか、空飛ぶクルマやドローンなどの次世代エアモ

ビリティ産業を振興するため、県内フィールドを活用した実証実験に取り組んでいる。

さらに、植物由来の新素材であるＣＮＦについて、ＣＮＦ関連産業の創出と振興を

図るため、県富士工業技術支援センターを中核支援機関とし、静岡大学を中心とした

研究開発体制の強化や、工業技術研究所への機器の整備、コーディネーターの設置、

総合展示会の開催など、産学官の連携により、製品開発の支援に取り組んでいる。令

和５年６月には、全国に先駆けて設立した支援プラットフォームである「ふじのくに

順位 都道府県 （百万円） （％） 順位 都道府県 （百万円） （％）

1 静岡 365,386 15.2% 1 静岡 339,104 13.0%

2 栃木 226,547 9.4% 2 栃木 274,413 10.5%

3 福島 201,316 8.4% 3 福島 252,122 9.7%

4 茨城 160,879 6.7% 4 茨城 151,945 5.8%

5 埼玉 141,789 5.9% 5 埼玉 151,608 5.8%

6 千葉 113,321 4.7% 6 千葉 134,889 5.2%

7 東京 111,694 4.7% 7 東京 127,759 4.9%

8 群馬 101,105 4.2% 8 群馬 110,376 4.2%

9 愛知 90,699 3.8% 9 愛知 103,966 4.0%

10 大阪 82,894 3.5% 10 大阪 88,041 3.4%

－ 全国 2,400,564 100.0 － 全国 2,601,947 100.0 

生産金額（令和２年） 生産金額（令和３年）
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ＣＮＦフォーラム」を、新フォーラム（「ふじのくにセルロース循環経済フォーラム」）

に改組し、将来的に大きな市場への展開が期待される自動車や家電、建材なども含め

た様々な産業分野での用途開発を促進している。

このほか、次世代自動車分野での新技術や新製品の実用化を促進するため、「次世

代自動車センター浜松」が行う企業の固有技術探索活動や、ＥＶ分解活動、試作品開

発などへの支援に重点的に取り組んでいるほか、（公財）静岡県産業振興財団と連携

して、中小企業が行う製品化に向けた研究開発や事業化への取組を積極的に支援して

いる。

②県内のお茶、みかん等の多彩なふじのくに農芸品を活用した農林水産分野

本県には、全国一のシェアを誇る茶、わさび、ガーベラ、かつお、きはだのほか、

みかん、チンゲンサイ、ばら、セルリー、メロン、レタス、しらす、めばちなど高い

シェアを誇る品目も数多い。

こうした資源を活かし、本県農林水産業を将来にわたって発展させていくため、Ａ

Ｉ・ＩＣＴ等の先端技術の導入を通じ、生産性と持続性の両立を図るとともに、経営

管理能力を持った人材の育成、市場を見据えた商品を提供できる生産体制の構築、他

産業との連携の促進などにより、農林水産業の成長産業化を図っている。

図表９ 静岡県が日本一の農林水産品（抜粋）

また、「ふじのくにマーケティング戦略 2023」の下、首都圏を最大のマーケットと

位置付け、販路開拓と流通・供給体制の強化を図るとともに、新たな広域経済圏「山(や

ま)の洲(くに)」の形成による個人消費の喚起、デジタル技術やＥＣサイトを活用した

県産品の販路拡大、マーケットインによる「輸出産地」の形成、清水港、富士山静岡

空港の物流拠点化による商流・物流体制づくりに取り組んでいる。

品目 基準

茶 栽培面積、生葉収穫量、荒茶算出額・生産量、輸出量

緑茶・紅茶（仕上茶） 出荷量、出荷額

温州みかん 結果樹面積、収穫量、出荷量

わさび 産出額

水わさび 生産量

芽キャベツ 作付面積、収穫量、出荷量

温室メロン 作付面積、収穫量、出荷量

ガーベラ 作付面積、出荷量、産出額

樹園地 面積日本一

かつお 漁獲量、産出額、一本釣り漁獲量

きはだ 漁獲量、産出額

さくらえび 漁獲量

出典：「My しずおか日本一一覧表」（令和５年７月）



15

（農業）

ＡＯＩプロジェクトでは、県農林技術研究所をはじめ慶應義塾大学、理化学研究所

などの学術・研究機関や入居する民間事業者が、ＡＯＩ－ＰＡＲＣの拠点機能を活用

して革新的な栽培技術開発や品種開発を進めているほか、オープンイノベーションを

推進する（一財）ＡＯＩ機構を中心に、「農・食・健」「農・商・工」の産業分野や

産学官金の連携の場であるＡＯＩフォーラムを立ち上げ、拠点における技術開発成果

とプロジェクトに参画する多様な主体とのビジネスマッチングを推進するなど、民間

事業者のビジネス展開を支援している。

ＣｈａＯＩプロジェクトでは、生産者、茶商、加工業者、飲料・機械メーカーや大

学・研究機関、関係団体などから成るプラットフォーム「ＣｈａＯＩフォーラム」を

設立し、会員間のオープンイノベーションにより、これまでにない新たな価値を創造

する取組を進めている。

また、ＣｈａＯＩ－ＰＡＲＣをプロジェクトの研究拠点とし、茶生産者や企業等が

新商品開発に取り組むことができるＣｈａＯＩファクトリーを開設するなど機能強化

を図っている。さらに、有機に適した品種への転換や生産拡大に必要な施設･機械等の

整備を支援するなどし、日本の茶業を牽引する産地づくりに向け、県の茶業振興計画

に則したＣｈａＯＩプロジェクト出口戦略に基づき、需要に応じた生産構造の転換等

を支援している。

（林業）

県では、森林の適正管理による公益的機能の発揮と、森林資源の循環利用による林

業の成長産業化に向け、森林のデジタル情報基盤の整備や、先端技術の現場実装など

を推進するＦＡＯＩ（ファオイ：Forestry Action Open Innovation）プロジェクトを

展開している。

プロジェクトでは、森林クラウドシステムによる関係者間の森林・林業の基礎的な

情報の共有のほか、企業等が持つ技術のシーズと林業現場のニーズを結び付ける情報

共有のプラットフォームの展開や、デジタル機器を活用した広域的な丸太流通の効率

化等に取り組んでいる。こうした取組の推進により、県産材の安定供給、林業の人材

確保・育成と持続的経営の定着、県産材製品の需要拡大に一体的に取り組み、カーボ

ンニュートラルの実現に貢献する林業・木材産業によるグリーン成長を進める。

（水産業）

ＭａＯＩプロジェクトでは、産学官金が参画するＭａＯＩフォーラムを運営すると

ともに、（独）製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）、（国研）海洋研究開発機構（Ｊ

ＡＭＳＴＥＣ）等の研究機関との連携を推進している。

今後は、マリンバイオ等の先端技術の活用に加え、様々な研究データを蓄積したデ

ータプラットフォーム「ＢＩＳＨＯＰ」の活用により、データ駆動型の研究開発及び

産業応用を支援し、水産業の振興、新たな産業分野の創出、民間企業の商品づくりや

漁業者活動など、研究成果の社会実装につながる取組を進めていく。

このほか、本県には広大な砂泥域からなる遠州灘、海水と淡水が混じり合う浜名湖、
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入り組んだ岩礁域の伊豆半島等の豊富な自然条件に恵まれており、これらを活かした

定置網漁業、養殖業、水産物流通加工等に加え、陸上養殖も行われており、地域の特

長を活かした成長産業化を進める。

※ＡＯＩ－ＰＡＲＣ、ＣｈａＯＩ－ＰＡＲＣの「ＰＡＲＣ」は「Practical and Applied

Research Center」の略

③県内のＩｏＴ、ＡＩ、ＩＣＴ技術等を活用したデジタル分野

本県では、県内企業のＩｏＴ活用による生産性の向上や経営力の強化、ビジネス創

出を目的に、産学官連携組織である「静岡県ＩｏＴ導入推進コンソーシアム」を設立

している。令和５年６月現在、民間企業（307 会員）や大学等（６会員）、産業支援機

関（22 会員）、金融機関（15 会員）、行政（10 会員）の県内 360 の会員が参画してい

る。コンソーシアムでは、企業人材育成のため、会員企業向けに基礎的なＩｏＴ技術

講座・実習及び現場実装を支援するセミナーやアドバイザーによる伴走支援を実施し

ている。また、実機を使用した導入効果等の体験や接続実習を行う「ＩｏＴ推進ラボ」

を整備し、ＩｏＴ導入の推進に取り組んでいる。

また、令和５年９月には、デジタルものづくりセンターを創設し、「ＩｏＴ大学連携

講座」の開催、デジタル技術導入サービスを提供するベンダー企業とのマッチング支

援等を通じて、製造・物流現場等へＩｏＴやロボットなどのデジタル技術導入を促進

していく。

さらに、トップレベルＩＣＴ人材を育成するため、令和５年３月にイノベーション

拠点｢ＳＨＩＰ｣を開設した。令和５年７月 31 日現在、1,029 名の会員が参加している。

ＳＨＩＰを核として、リアルに人が集い、交流する空間を作り出すことで、共創の種

が生み出され、イノベーションが継続的に誘発される「イノベーション・エコシステ

ム」の構築に取り組んでいく。

図表 10 イノベーション拠点「ＳＨＩＰ」事業計画

図表８ イノベーション拠点「ＳＨＩＰ」事業計画
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このほか、現実空間を航空機等からレーザスキャナ等で広範囲に測量することによ

り「３次元点群データ」を取得・蓄積し、オープンデータ化する「ＶＩＲＴＵＡＬ Ｓ

ＨＩＺＵＯＫＡ（バーチャル しずおか）」の取組を推進している。これらのデータは、

県土全てを座標点の集合体として、仮想空間に再現できるため、「デジタルツイン」時

代における新たな社会インフラとして活用されることが想定されている。今後、まち

づくり、インフラの維持管理、防災対策だけでなく観光や自動運転、エンタメなど社

会全体で「ＶＩＲＴＵＡＬ ＳＨＩＺＵＯＫＡ」のデータを活用していくなど、Ｉｏ

Ｔ、ＡＩ、ＩＣＴの利活用を推進している。

図表 11 ３次元点群データで創るデジタルツイン

④県内の富士山、スポーツイベント等の観光資源を活用した観光・スポーツ分野

本県では、地域の実情を踏まえた観光地域づくりに取り組む観光地域づくり法人（Ｄ

ＭＯ）と、国内外からの効果的な誘客促進に向けた取組について意見交換を行うＤＭ

Ｏ会議の開催等を通じて連携強化を図っている。これまでに掘り起こしてきた本県な

らではの観光資源を更に磨き上げ、本県が誇る食と食文化に触れるガストロノミーツ

ーリズムや、大河ドラマの放送を契機とした歴史・文化ツーリズムなど、テーマ性の

ある感動体験ツーリズムを推進する。

また、令和４年度には「静岡県スポーツ推進計画」を策定した。ラグビーワールド

カップ 2019 や、東京 2020 オリンピック・パラリンピック自転車競技の成功など、世

界的なイベントの「レガシー」を継承していくため、スポーツによる健康づくりやス

ポーツ文化の醸成、地域特性を活かしたスポーツ交流を図り、スポーツを愛する全て

の人を惹き付ける「スポーツの聖地づくり」を推進していく。

⑤県内の太陽光、温泉等の自然環境を活用した環境・エネルギー分野

温暖な海洋性気候の自然環境を活用し、県内の再生可能エネルギー導入量は、令和

２年度末で約 54.1 万 kｌと前年から増加し、太陽光発電では、令和３年度の設備容量

が 238.3 万 kW と平成 28 年度と比較すると約 1.5 倍に増加している。

本県では、エネルギーに関する施策を総合的に整理した「ふじのくにエネルギー総



18

合戦略」を令和４年３月に策定した。産業分野においても、これに基づいてＧＸの推

進に取り組んでおり、創エネ蓄エネ技術開発推進協議会による技術開発をはじめ、水

素需要創出のための燃料電池バス導入や水素ステーション整備支援、中小企業等への

太陽光発電設備導入支援、エネルギーの地産地消等を推進し、エネルギー源の脱炭素

化を着実に進めている。

さらに、県内中小企業への支援体制を構築するため、令和４年４月に「企業脱炭素

化支援センター」を（公財）静岡県産業振興財団に設置し、ワンストップ相談窓口の

設置、普及啓発セミナー開催、省エネ支援員派遣、省エネ設備導入支援を通して、県

内中小企業の脱炭素化に向けた取組を支援している。

図表 12 静岡県の企業脱炭素化に向けた体制

⑥県内の富士山、お茶、伊豆地域の温泉等の観光資源を活用したヘルスケア産業分野

本県では、食を中心にしたヘルスケアの取組や、先端科学技術を活用した付加価値

の創出などの視点を取り入れた「フーズ・ヘルスケアオープンイノベーションプロジ

ェクト（食・ヘルスケア産業）」により、機能性表示食品や化粧品などの開発、県民の

健康データの収集・分析を通じた食を中心とするヘルスケア対策を促進している。令

和５年２月に改定された第１次戦略計画では、「食を中心とする健康増進社会の実現」

「異分野の融合によるイノベーションの創出」を目標とし、産学官金の連携の下、プ

ロジェクトを推進することとしている。

また、伊豆地域の活性化と産業の振興を図るため、ＩＣＯＩ（イコイ：Izu Healthcare

Onsen Innovation）プロジェクトを展開している。プロジェクトでは、 伊豆半島の温

泉を核とし、自然、歴史、文化、食及び運動などの地域資源と組み合わせたヘルスケ

アサービスの創出を推進し、スタートアップ等と連携した温泉と食・運動を組み合わ

せたヘルスケアプログラムの開発や、事業者間のネットワーク構築やマッチング機会

創出を図るＩＣＯＩフォーラムの開催等を実施する。
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このほか平成 27 年６月に産学民官による「静岡県ヘルスケア産業振興協議会」を設

立し、現役世代の健康づくりや定年退職後の人生に備えたセカンドライフへの対策に

寄与している。
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６ 地域経済牽引事業の促進に資する制度の整備、公共データの民間公開の推進その他の

地域経済牽引事業の促進に必要な事業環境の整備に関する事項

（１）総論

地域の特性を生かして、各分野を支援していくためには、地域の事業者のニーズをし

っかりと把握し、適切な事業環境の整備を行っていく必要がある。事業者ニーズを踏ま

えた各種事業環境整備に当たっては、国の支援策も併せて活用し、事業コストの低減や

本地域にしかない強みを創出する。

（２）制度の整備に関する事項

①予算事業（補助金等）

デジタル田園都市国家構想交付金等を活用し、成長ものづくり分野やデジタル分野

等で地域経済牽引事業を促進し、相乗効果を発揮する地域独自の事業環境整備を進

める。

・地域社会のＤＸの推進

・脱炭素社会の構築、循環型社会の構築

・活躍しやすい環境の整備と働き方改革

・ＤＸによる産業構造の改革

・富を支える地域産業の振興

・農林水産業の競争力の強化 など

②地方創生関係施策

【県内の医療健康関連、食品関連、光・電子技術関連、航空宇宙関連、ＣＮＦ関連、

次世代自動車関連等の産業集積を活用した成長ものづくり分野】

リーディング産業において、異なるプロジェクト分野の技術を活用した研究開発等

を行う企業への支援、令和５年９月に設置した「デジタルものづくりセンター」によ

る中小企業のデジタルものづくり支援、新モビリティサービス導入検討・支援、県内

におけるＭａａＳの促進、次世代自動車分野への参入を目指す県内企業に対する人材

育成・技術支援・環境整備等を推進していく。

【県内のお茶、みかん等の多彩なふじのくに農芸品を活用した農林水産分野】

高機能性農産物を低環境負荷で安定生産するスマート栽培技術等の開発、有機茶を

生産するために必要な機械や施設等の整備、森林・林業の基礎的な情報を県・市町・

林業経営体が共有する森林クラウドシステムの整備、先導的モデル研究委託や事業化

促進助成による開発支援等を推進していく。

【県内のＩｏＴ、ＡＩ、ＩＣＴ技術等を活用したデジタル分野】

民間や市町と連携し、行政のデジタル化、スマート自治体の実現に向けたデジタル
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トランスフォーメーションの推進、イノベーション拠点におけるスタートアップ関連

イベントの開催、プロフェッショナル人材を雇用する中小企業等への助成等を推進し

ていく。

【県内の富士山、スポーツイベント等の観光資源を活用した観光・スポーツ分野】

観光デジタル情報プラットフォームの運営、県公式観光アプリＴＩＰＳによる個人

の嗜好に合わせた観光情報の提供や収集・分析した旅行者データの提供による観光事

業者へのマーケティング支援、データサイエンティストによる県内市町・各観光協会

の観光事業施策に対するコンサルティング等を推進していく。

【県内の太陽光、温泉等の自然環境を活用した環境・エネルギー分野】

蓄電池を併設したＰＰＡによるレジリエンス強化促進、すべての産業分野（農業、

林業、水産業、商工業）におけるカーボンクレジット取得に向けた支援を推進してい

く。また、人流、物流の結節点となる港湾地域では、脱炭素化に配慮した港湾機能の

高度化や水素・アンモニア等の受入れ環境の整備等を図るカーボンニュートラルポー

トの形成を推進している。清水港、御前崎港、田子の浦港では、温室効果ガスの削減

目標や具体的な取組等を定めた「港湾脱炭素化推進計画」を策定していく。

【県内の富士山、お茶、伊豆地域の温泉等の観光資源を活用したヘルスケア産業分野】

温泉・食・運動を組み合わせたヘルスケアプログラムのモニター実証、温泉と食・

スポーツ等を掛け合わせた伊豆地域に適したヘルスケアサービスの創出支援、ふじの

くに食と温泉文化フォーラムを推進していく。

（３）情報処理の促進のための環境の整備（公共データの民間公開に関する事項等）

①民間利活用の環境整備

インターネット等ＩＣＴの利用により国内外の関係者と連携し、本県の豊かな地域

資源を活かした新たなビジネスモデルの構築や観光産業等既存産業の活性化により、

地域の産業振興を促進する。また、民間において公共データを自由に組み合わせて利

活用できる環境を整備する。さらに、しずおかオープンデータ推進協議会等と連携し

た公共データ利活用を推進する。

②ビックデータの利活用の取組

県や市町が保有する公共データ等を二次利用可能な形式で公開するオープンデータ

やネットワーク上で生成・流通・蓄積されるビッグデータの利活用の取組を民産学官

で連携して推進する。

③３次元点群データの利活用

ＶＩＲＴＵＡＬ ＳＨＩＺＵＯＫＡを構成する３次元点群データ利活用を推進する。
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（４）事業者からの事業環境整備の提案への対応

別紙３のとおり県、市町内に事業者の抱える課題解決のための相談窓口を設置する。

また、事業環境整備の提案を受けた場合、県と関係市町で連携して対応することとする。

（５）その他の事業環境整備に関する事項

① スタートアップ支援

本県では、将来の本県の雇用、所得、財政を支える新たな担い手となりうるスタ

ートアップへの支援に取り組む姿勢を明確化し、スタートアップ支援の機運醸成、

関係機関との協働等を促進するため、令和５年９月に「静岡県スタートアップ支援

戦略」を策定した。同戦略に基づいた施策を展開し、スタートアップ支援の取組の

加速化・充実化を図る。

② 産業用地の確保に向けた支援

本県では、分譲中の工業団地や開発を進めている工業団地の他、独自に収集した

民間遊休地情報を揃えており、事業者からの問い合わせに答えられるようにしてい

る。

③ 事業者のＧＸに係る支援

徹底した省エネルギーの取組を促進するとともに、エネルギーの地産地消に向け

た再生可能エネルギーの導入促進、技術革新の推進、吸収源対策の推進など、あら

ゆる政策手段の導入により脱炭素社会の構築を目指す。

④ 事業者のＤＸに係る支援

本県産業の持続的発展のため、ＩＣＴ人材の確保・育成、新たな技術の導入によ

る生産性の向上、首都圏ＩＣＴ企業の誘致の取組強化など、ＤＸによる産業構造の

変革を推進する。

⑤ 人材確保に向けた支援（人材確保・育成の促進支援）

本県産業の持続的な成長に向けて、その担い手となる人材を確保・育成するため、

県内産業の成長を担う人材の確保、高度な知識と技術を持つ人づくり、誰もがいき

いきと働ける環境づくり、地域を支える産業を学ぶ環境づくりという４つの視点か

ら施策を実施し、県内の産業人材の確保・育成を支援する。
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（６）実施スケジュール

取組事項 令和６年度～令和 10 年度（最終年度）

（２）制度の整備

①予算事業 活用

②地方創生関係施策 活用

（３）情報処理の促進のための環境整備（公共データの民間公開等）

①民間利活用の環境整備 運用

②ビッグデータの利活用の取組 運用

③３次元点群データの利活用 運用

（４）事業者からの事業環境整備の提案への対応

①相談窓口 運用

（５）その他の事業環境整備

①スタートアップ支援 運用

②産業用地の確保に向けた支援 運用

③事業者のＧＸに係る支援 運用

④事業者のＤＸに係る支援 運用

⑤人材確保に向けた支援 運用
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７ 地域経済牽引支援機関が行う支援の事業の内容及び実施方法に関する事項

（１）支援の事業の方向性

地域一体となった地域経済牽引事業の促進に当たっては、地域に存在する支援機関が

それぞれの能力を活かし、十分に連携して支援の効果を最大限発揮する必要がある。

（２）地域経済牽引支援機関が行う支援の事業の内容及び実施方法

①県内公設試験研究機関による支援機能の強化

県工業技術研究所、県農林技術研究所（茶業研究センター、森林・林業研究センタ

ーなど）、県水産・海洋技術研究所において、本県の新たな成長に貢献することを目的

とした産学官の連携による新成長戦略研究を重点的に推進する。また、地域企業の競

争力強化のための技術支援を強化し、地域経済を牽引する企業の生産性向上や産業競

争力強化を後押しする。

特に、県工業技術研究所においては、地域企業が利用できる高度試験研究機器の導

入、製品開発に取り組む地域企業のネットワーク作りを支援する「ものづくり産業支

援窓口」へのコーディネーターの配置、企業ニーズや技術相談に応えるコア技術の研

究開発体制の整備など、ハード・ソフト両面で技術支援機能を拡充する。

②オープンイノベーションの推進

本県における先端産業創出プロジェクトを中心としたオープンイノベーションに

より、民間事業者の新規事業開拓に寄与するシーズ型研究の推進や、民間事業者が行

う革新的な生産技術やマーケットにおける競争力強化を目指した実践型研究を重点

的に支援することにより、地域経済を牽引する事業の確立を促進する。
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８ 環境の保全その他地域経済牽引事業の促進に際し配慮すべき事項

（１）環境の保全

静岡県では「静岡県環境基本条例」において、環境の保全及び創造について基本理念

を定め、県、市町、事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる

事項を定め、施策を総合的かつ計画的に推進し、現在及び将来の県民の健康で文化的な

生活の確保に寄与することとしている。

「静岡県環境基本条例」に基づき、静岡県は「第４次静岡県環境基本計画」を令和４

年３月に策定した。この計画では、「地球環境を守り、地域資源を活かし共に支え合う、

「環境と生命の世紀」にふさわしい“ふじのくに”の実現」を目指すべき将来像に掲げ、

将来像を実現するために「脱炭素社会の構築」「循環型社会の構築」「良好な生活環境の

確保」「自然共生社会の構築」「環境と調和した社会の基盤づくり」を軸とした施策展開

を行っている。

開発事業等については、環境関係法令を遵守し、環境保全上の見地から適正な配慮が

なされるよう、環境の保全及び創造に十分配慮するものとする。特に、「環境影響評価法」

及び「静岡県環境影響評価条例」の対象となる大規模開発事業の実施については、環境

保全に適切な配慮がなされるよう、事前に周辺の環境に及ぼす影響について調査、予測

及び評価を行い、その結果を公表し、地域住民等の意見を聴くことなどにより事業者自

らが環境保全に配慮した事業計画をつくるよう求めている。

これらを踏まえ、環境保全上重要な地域内での整備の実施に当たって、希少な野生動

植物種が確認された場合や直接或いは間接的に影響を与えるおそれがある場合は、自然

環境部局と十分調整を図りつつ、専門家の指導・助言を踏まえて、それらの保全が図ら

れるよう十分配慮して行う。

加えて、事業者は、必要に応じて説明会や工場内の視察受入れを行うなど、地域住民

の十分な理解を得られるよう努めるものとする。

（２）安全な住民生活の保全

産業集積の形成に伴い必要となる安全な住民生活の保全に関しては、「静岡県防犯ま

ちづくり条例」に基づき、行政、住民及び事業者らが協力して、住民一人ひとりが防犯

意識を高め、犯罪に遭わないように行動するとともに、地域の連帯感を高め、お互いに

見守りあい、助け合う地域の力を取り戻し、さらに、犯罪や事故の防止に配慮した都市

環境の整備を図るなど、犯罪や事故の起きにくいまちづくりに積極的に取り組んでいる

ところである。

よって、これまでと同様、地域経済牽引事業の促進に伴い、以下の取組により、犯罪

や事故の防止に配慮した事業活動の推進を図るとともに、犯罪又は事故の発生時におけ

る警察など関係機関に対する連絡体制の構築及び捜査への協力に努め、「安心・安全ま

ちづくり」を推進する。

・地域住民との協議

事業者、市町又は県が基本計画に基づき産業集積の形成又は産業の活性化のための措
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置を実施するに当たっては、あらかじめ地域住民の意見を十分に聴取するものとする。

・防犯及び交通安全に配慮した施設の整備

①道路、公園、駐車場等の公共空間、事務所などの施設の整備については、防犯上の

指針を参考として、計画の初期的段階から関係機関と十分な調整を行う。

②防犯に配慮した整備として、防犯カメラ、防犯灯、街路灯、ミラー等の設置など、

主に見通しの確保に努めるほか、交通安全に配慮した整備として、ガードレールの

設置、歩道や駐車スペースの確保などに努める。

③事業者は、来訪者や従業員が使用する駐車場に防犯カメラを設置するなどの防犯対

策を講じ、犯罪被害防止に努める。

・防犯責任者の設置と事務所内の防犯意識の高揚

事業所に防犯責任者を設置し、従業員に対する静岡県警察防犯アプリ「どこでもポ

リス」への登録の働き掛けや静岡県警察ホームページ上で公開している「犯罪被害に

あわないために」、「子供の安全情報」、「事件事故発生マップ」等防犯・交通安全

情報の収集に努め、従業員に対しそれらの情報を伝達する安全ネットワークの整備を

図る。

・企業におけるサイバーセキュリティ対策

①事業者は、「企業におけるサイバーセキュリティ対策」等従業員に対するセキュリ

ティ教育などを行い、サイバー犯罪被害防止のための必要な措置を講ずる。

②市町又は県は、事業所が行うサイバーセキュリティ対策に関し必要な支援を行う。

・地域の防犯活動への協力等

青色防犯パトロール活動を始めとする、地域住民が行う防犯・交通安全活動に積極

的に参加及び協力を行うほか、それらの活動に対して必要な物品、場所等を提供する

などの支援を行う。

・不法就労の防止

外国人の雇用に関して、旅券等による当該外国人の就労資格を確認するなど、適法

な就労の確保に努めるとともに、日本の法制度や生活習慣等を指導するなど、地域社

会において相互理解を促す啓発を行う。

・犯罪捜査への協力等

①事業者は、暴力団等反社会的勢力を排除するとともに、同勢力による様々な要求に

応じないものとする。

②事業者は、事件や事故の発生時における警察や関係機関への連絡体制の整備を図る

とともに、捜査活動への積極的な協力を行う。

（３）その他

ＰＤＣＡ体制の整備等については、県は、毎年度１回以上、地域経済牽引事業促進協

議会を開催し、承認地域経済牽引事業計画に関するレビューを実施する。
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９ 地域経済牽引事業の促進を図るための土地利用の調整を行う場合にあっては、その

基本的な事項

（１）総論

（農地の範囲）

重点促進区域の区域内においては、次のとおり農地が存在しているため、これらの地

域において地域経済牽引事業を実施する場合は、土地利用調整計画を策定する必要があ

る。

（農地）

【重点促進区域１】

富士市厚原字込野

1587-1、1587-9、1587-18、1587-19、1587-20、1587-23、1587-24、1588-9、1588-10、

1592-20、1592-21、1595-1、1595-2、1595-7、1595-8、1595-10、1596-1、1596-3、

1597-1、1597-4、1597-5、1597-6、1598-1、1598-2、1599、1600-1、1600-2、1600-3、

1601-1、1601-2、1601-3、1602-5、1602-7、1602-8、1602-10、1602-14、1602-15、

1602-17、1602-18、1602-19、1603-1、1603-5、1603-7、1603-9、1604-1、1604-3、

1604-4、1604-5、1604-10、1605-6、1607-4、1609-4、1636-4、1637-1、1637-4、1638-1、

1639-3、1639-4、1640-1、1640-13、1642-2、1642-4、1642-5、1642-6、1642-7、1642-9、

1642-10、1642-11、1642-12、1642-13、1642-14、1642-15、1642-16、1642-17、1642-18、

1642-19、1643、1644-1、1644-2、1644-3、1644-4、1644-5、1645-1、1645-3、1645-4、

1646-1、1647-1、1647-2、1647-3、1647-4、1648-1、1648-2、1649-1、1649-2、1649-3、

1649-4、1649-5、1650-1、1650-2、1651-1、1651-2、1651-3、1651-4、1652-1、1652-7、

1652-8、1652-9、1652-29、1652-34、1652-42、1652-45、1652-46、1655、1656-1、

1656-2、1656-3、1657、1658-1、1658-2、1659-1、1659-2、1659-3、1659-4、1659-5、

1660-1、1660-9、1660-10、1660-13、1664-1、1664-2、1664-6、1664-7、1664-8、

1666-1、1666-9、1667-4、1667-5、1667-6、1667-9、1673-2、1673-5、1673-6、1674-3、

1675、1700-2、1700-3、1700-5、1700-9、1700-11、1700-12、1700-13、1700-15、

1700-17、1700-19、1700-20、1700-21、1701-1、1701-2、1701-3、1701-4、1701-5、

1702、1703-1、1704-1、1704-3、1704-14、1704-24、1704-28、1704-31、1704-32、

富士市厚原字八笠

1728-1、1728-2、1728-3、1728-4、1728-5、1729-1、1729-3、1729-7、1729-8、1729-10、

1729-12、1729-13、1729-14、1729-15、1731-8、1731-10、1731-11
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富士市久沢字浅ヶ久保

1197-1、1197-10、1197-9、1198-1、1198-2、1198-3、1198-4、1198-5、1198-6、1198-11、

1198-14、1198-15、1198-16、1198-17、1198-18、1199-1、1199-2、1199-3、1199-5、

1199-6、1199-7、1200-2、1201、1202、1203、1204-1、1204-2、1204-3、1204-4、

1204-5、1204-6、1205、1206-1、1206-4、1208、1210-9、1210-11、1210-12、1210-13、

1210-18、1682-1、1682-2、1682-4、1682-6、1682-7、1682-15、1682-16、1682-18、

1682-19、1682-31、1682-33、1682-39、1682-43、1682-44、1683-3、1683-4、1683-8、

1683-9、1683-12、1683-14、1683-28、1683-32、1683-33、1683-36、1683-45、1683-46、

1683-47、1683-48、1683-49、1683-57、1685-1、1685-2、1685-3、1685-8、1685-10、

1687-1、1687-3、1690-1

富士市久沢字大久保

1681-2、1681-23、1681-33、1681-34、1681-61、1681-65、1681-66、1681-67

【重点促進区域２】

磐田市下神増字柳野

545、546、547、548、549、558、559、560-1、561-1、562、563、565、566、567、

568、569、570、571、572-1、736-1、737-1、738、739、740、741、742、743、744、

745、746

（地域内における公共施設整備の状況）

【重点促進区域１】

本区域は、近隣に富士山フロント工業団地（第 1期、第 2期）等が位置しており、物

流団地及び工業団地に挟まれた区域であり、道路、電気、水道等のインフラが整ってい

ることから、新たに公共施設整備を行う必要はない。

【重点促進区域２】

本区域は、近隣に豊岡南小学校、地域のコミュニティ拠点として豊岡中央交流センタ

ー、松之木島の産業集積地区が整備されており、道路、電気、水道等のインフラが整っ

ていることから、新たに公共施設整備を行う必要はない。

（他計画との調和等）

【重点促進区域１】

本区域は、「４促進区域の区域内において特に重点的に地域経済牽引事業の促進を図る

べき区域（重点促進区域）を定める場合にあっては、その区域」に記載のとおり、他計

画が示す方針が示され、土地利用調整の協議を通じて主要な計画との調和を図っていく。
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富士市農業振興地域整備計画書については、平成 30 年３月１日付け 29 農振第 1771

号農林水産省農村振興局長通知「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律に基づく計画に係る農業振興地域制度及び農地転用許可制度の運用に

ついて」に基づき、土地利用調整の協議を通じて本計画と調和を図っていく。

【重点促進区域２】

本区域は、「４ 促進区域の区域内において特に重点的に地域経済牽引事業の促進を図

るべき区域（重点促進区域）を定める場合にあっては、その区域」に記載のとおり、他

計画が示す方針が示され、土地利用調整の協議を通じて主要な計画との調和を図ってい

く。

磐田市農業振興地域整備計画書については、平成 30 年３月１日付け 29 農振第 1771

号農林水産省農村振興局長通知「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律に基づく計画に係る農業振興地域制度及び農地転用許可制度の運用に

ついて」に基づき、土地利用調整の協議を通じて本計画と調和を図っていく。

（地域内の遊休地等の状況等）

【重点促進区域１】

本区域においては、遊休地等は存在していない。今後、遊休地等が確認され、これら

の地域において地域経済牽引事業を実施する場合は、これら遊休地等を優先的に活用す

ることとする。

【重点促進区域２】

本区域においては、遊休地等は存在していない。今後、遊休地等が確認され、これら

の地域において地域経済牽引事業を実施する場合は、これら遊休地等を優先的に活用す

ることとする。

（２）土地の農業上の利用との調整に関し必要な事項

【重点促進区域１】

土地利用調整区域については、上記（１）を踏まえ設定することとする。また、土地

利用調整区域への立地を想定していた事業者が立地を取り止める、すぐに撤退する等の

事態が生じないよう、具体的な立地ニーズや事業の見通しを踏まえて区域を設定する。

①農用地区域外での開発を優先すること

本区域は、新東名高速道路新富士インターチェンジ北側で市街化調整区域内であり、

一部既存住宅や既存工場があるものの、開発可能な区域はほぼ全域が農用地区域であ

る。今後交通・立地利便性に優れた本区域において地域経済牽引事業を重点的に促進

して行くに当たっては、既存物流団地及び工業団地との親和性、機密性が必要となる
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ことから、この区域の土地の活用を優先する。

その場合においても、農用地区域以外での開発を優先する。

②周辺の土地の農業用の効率的な利用に支障が生じないようにすること

本区域の農地について、やむを得ずこれらを含めて土地利用調整区域の設定を検討

する場合には、「高性能農業機械による営農等農地の効率的な利用」、「農業生産基盤整

備事業の実施」、「農地中間管理事業等の農地流動化施策の推進」、「農業経営基盤強化

促進法に規定する地域計画に定められた、農作物の生産振興や産地形成、農用地の利

用の集積及び農用地の集団化に関する目標等の地域計画の達成」に支障が生じないよ

うにすることとする。また、本区域において土地改良事業を実施する予定はないが、

今後予定された場合においても、事業を行った土地は、土地利用調整区域に含めない

よう配慮する。やむを得ず土地利用調整区域に含めることを検討する場合には、土地

の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないよう、本事業の担当部局と調整

を行い、既存の周囲の土地改良施設に影響を与えないか、本施設の管理者の同意が得

られるような計画になっているか等、十分に検討を行うこととする。

③面積規模が最小限であること

やむを得ず土地利用調整区域として設定する場合には、事業者の立地ニーズを踏ま

え、計画する事業内容に基づき事業を行う上で必要最小限の面積をその用に供するこ

ととする。

④面的整備を実施した地域を含めないこと

本区域において、現状ほ場整備事業の対象農地はなく、面的整備事業の実施は予定

されていないが、今後、本事業の対象農地になった場合も、工事が完了した年度の翌

年度の初日から起算して ８年を超過しない間は、土地利用調整区域に含めないことと

する。

⑤農地中間管理機構関連の取組に支障が生じないようにすること

本区域において、現状、農地中間管理機構関連事業として農業者の費用負担を求め

ずに事業を実施した農地はない。今後、機構関連事業が行われた農地中間管理権の存

続期間中の農地及び機構関連事業を行う予定のあることが公にされた農地について

は、土地利用調整区域に含めないこととする。また、農地中間管理権の存続期間が満

了した農地についても、やむを得ない場合でなければ土地利用調整区域に含めないこ

ととする。

【重点促進区域２】

土地利用調整区域については、上記（１）を踏まえ設定することとする。また、土地

利用調整区域への立地を想定していた事業者が立地を取り止める、すぐに撤退する等の

事態が生じないよう、具体的な立地ニーズや事業の見通しを踏まえて区域を設定する。
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①農用地区域外での開発を優先すること

本区域は、国内大手の光・電子技術関連メーカーが主要製造拠点を設置し、近隣に

も関連産業が立地する産業集積地である。今後一層の産業集積・高付加価値化を進め

て行くに当たっては、既存施設との親和性、機密性が必要となることから、この区域

の土地の活用を優先する。

その場合においても、農用地区域以外での開発を優先する。

②周辺の土地の農業用の効率的な利用に支障が生じないようにすること

本区域を含む磐田市豊岡地区の大部分は市街化調整区域内であるとともに集団的農

地がある。やむを得ず農地を含めて土地利用調整区域の設定を検討する場合には、「高

性能農業機械による営農等農地の効率的な利用」、「農業生産基盤整備事業の実施」、「農

地中間管理事業等の農地流動化施策の推進」、「農業経営基盤強化促進法に規定する地

域計画に定められた、農作物の生産振興や産地形成、農用地の利用の集積及び農用地

の集団化に関する目標等の地域計画の達成」に支障が生じないようにすることとする。

また、本区域において、土地改良事業を実施する予定はないが、今後予定された場合

においても、事業を行った土地は、土地利用調整区域に含めないよう配慮する。やむ

を得ず土地改良事業の受益地となる可能性のある土地を土地利用調整区域に含めるこ

とを検討する場合には、土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないよ

う、本事業の担当部局と調整を行い、既存の周囲の土地改良施設に影響を与えないよ

うな計画になっているかどうか、本施設の管理者の同意が得られるような計画になっ

ているかどうか等、十分に検討を行うこととする。

③面積規模が最小限であること

やむを得ず土地利用調整区域として設定する場合には、事業者の立地ニーズを踏ま

え、計画する事業内容に基づき事業を行う上で必要最小限の面積をその用に供するこ

ととする。

④面的整備を実施した地域を含めないこと

本区域は、現状ほ場整備事業の対象農地はなく、面的整備事業の実施は予定されて

いないが、今後、本事業の対象農地になった場合も、工事が完了した年度の翌年度の

初日から起算して８年を経過しない間は、土地利用調整区域に含めないこととする。

⑤農地中間管理機構関連の取組に支障が生じないようにすること

本区域において、現状、農地中間管理機構関連事業として農業者の費用負担を求め

ずに事業を実施した農地はない。

今後、機構関連事業が行われた農地中間管理権の存続期間中の農地及び機構関連事

業を行う予定のあることが公にされた農地については、土地利用調整区域に含めない

こととする。また、農地中間管理権の存続期間が満了した農地についても、やむを得

ない場合でなければ土地利用調整区域に含めないこととする。
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１０ 計画期間

（備考）

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

※農地中間管理機構関連事業：土地改良法第 87 条の３第１項の規定により行う土地改

良事業

（３）市街化調整区域における土地利用の調整に関し必要な事項

該当なし

本計画の計画期間は、計画同意の日から令和 10年度末日までとする。

「静岡県基本計画」に基づき法第 11 条第３項の規定による同意（法第１２条第１項の

規定による変更の同意を含む。）を受けた土地利用調整計画に関する変更の同意及び法第

13条第４項の規定による承認（法第 14 条第３項の規定による変更の承認を含む。）を受

けた承認地域経済牽引事業計画に関する変更の承認及び承認の取消しについて、当該同

意基本計画の失効後も、なお従前の例による。
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【別紙１】
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その他の環境保全上重要な地域（自然再生推進法に基づく自然再生の実施区域）

【巴川流域麻機遊水池】
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【別紙２】重点促進区域１

富士市厚原字込野・厚原字八笠・久沢字浅ヶ久保・久沢字大久保
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【別紙２】重点促進区域１ 拡大地図

富士市厚原字込野・厚原字八笠・久沢字浅ヶ久保・久沢字大久保
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【別紙２】重点促進区域２

磐田市下神増字柳野
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【別紙２】重点促進区域２ 拡大地図

磐田市下神増字柳野
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【別紙３】６（４）事業者からの事業環境整備計画提案担当部署一覧

自治体名 担当部署 連絡先

静岡県 産業政策課 054-221-2650

静岡市 産業基盤強化本部 054-354-2046

浜松市 産業部企業立地推進課 053-457-2282

沼津市 産業戦略推進室 055-934-4744

熱海市 観光経済課 0557-86-6203

三島市 企業立地推進課 055-983-2715

富士宮市 商工振興課 0544‐22‐1154

伊東市 企画課 0557-32-1061

島田市 内陸フロンティア推進課 0547-36-7125

富士市 産業政策課 0545-55-2906

磐田市 産業政策課 0538-37-4904

焼津市 誘致戦略課 054-626-2260

掛川市 産業労働政策課 0537-21-1125

藤枝市 企業立地戦略課 054-643-3244

御殿場市 商工振興課 0550-82-4683

袋井市 産業未来課 0538-44-3155

下田市 産業振興課 0558-22-3914

裾野市 産業観光スポーツ課 055-995-1857

湖西市 産業振興課モノづくり推進室 053-576-0018

伊豆市 観光商工課 0558-72-9911

御前崎市 商工観光課企業港湾室 0537-85-1164

菊川市 商工観光課 0537-35-0936

伊豆の国市 商工課 055-948-1415

牧之原市 企業立地推進課 0548-53-2624

東伊豆町 観光産業課 0557-95-6301

河津町 企画調整課 0558-34-1924

南伊豆町 商工観光課 0558-62-6300

松崎町 企画観光課 0558-42-3964

西伊豆町 まちづくり課 0558-52-1966

函南町 産業振興課 055-979-8114

清水町 産業観光課 055-981-8239

長泉町 産業振興課 055-989-5516

小山町 フロンティア推進課 0550-76-6129

吉田町 産業課 0548-33-2122

川根本町 産業振興課 0547-56-2226

森町 産業課 0538-85-6319


